様式第１号（第１３条関係）
平成　　年　　月　　日

牛久市長　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　印
評価資料の提出について

　下記の工事について、次のとおり評価資料を提出します。

記
１　工 事 名

２　工事箇所

３　提 出 物

（１）評価点算定資料一覧表（様式第２号）

（２）工事成績評定評価対象工事資料（様式第３号）
（３）施工実績評価資料（様式第４号）

（４）配置予定技術者評価資料（様式第５号）

（５）災害時地域貢献実績評価資料（様式第６号）
（６）地域活動実績評価資料（様式第７号）
４　連 絡 先
　　　担当者　所　属
　　　　　　　氏　名

　　　　　　　電話番号

　　　　　　　ＦＡＸ

様式第２号（第１３条関係）

【特別簡易型：評価項目算定用】

評価点算定資料一覧表
工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	評　価　項　目
	区　　　　　分
	提出書類
	提出枚数

	１　工事成績評定
	実績有り

（評価対象工事　　　件）
	実績無し
	※必要な場合は（様式第３号）
	　　　

	２　企業の施工実績
	【個別工事ごとに定める】
	施工実績評価資料（様式第４号）及び添付書類
	　　　枚

	３　配置予定技術者の施工経験
	【個別工事ごとに定める】
	配置予定技術者評価資料（様式第５号）及び添付書類
	　　　枚

	４ 災害時地域貢献の実績
	実績有り　
	実績無し
	災害時地域貢献実績評価資料（様式第６号）
	枚

	５ 地域活動の実績
	実績有り
	実績無し
	地域活動実績評価資料（様式第７号）
	

	６ 環境配慮活動の実績
	ＩＳＯ９００１・ＩＳＯ１４００１の認証取得状況
	ＩＳＯ認証の写し
	

	７　地域内拠点の有無
	市内本店有り
	市内支店・営業所等有り
	市内支店・営業所等無し
	・建設業許可申請書様式第１号及び別表の写し

・本店又は支店等の所在地に変更があった場合には変更届出書の写し
	　　　枚


（注）１　区分の欄は、該当する項目を　　　で囲み、下線部について記入すること。

　　　２　評価項目及び区分は、入札公告等の記載に合わせ、適宜変更すること。
様式第３号（第１３条関係）

【特別簡易型：評価項目算定用】

工事成績評定評価対象工事資料（牛久市発注工事過去２年間受注工事実績）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業者番号（単体）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	評価対象工事の名称
	工事場所
	請負金額（円）
	工事期間
	受注形態
	共同企業体による受注の場合の請負者名
	工事成績

	
	
	（　　　　　）
	
	
	
	

	
	
	（　　　　　）
	
	
	
	

	
	
	（　　　　　）
	
	
	
	

	
	
	（　　　　　）
	
	
	
	

	
	
	（　　　　　）
	
	
	
	


（注）１　評価対象となるすべての工事について記載すること。

２　当該評価項目について実績を有しない場合は、本書の提出を要しない。

３　請負金額の（　）は、共同企業体の場合の全体額を記入すること。

４　受注形態は、単体又は○○・□□ＪＶ（出資比率○○％）と記載すること。

５　共同企業体にあっては、すべての構成員の施工実績をそれぞれ記載すること。

６　共同企業体としての実績は、出資比率が２０％以上のものに限る。
様式第４号（第１３条関係）
【特別簡易型：評価項目算定用】

施　工　実　績　評　価　資　料

工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　
	工事概要等
	発注者名
	

	
	工 事 名
	

	
	工事箇所
	

	
	請負金額
	円（　　　　　　　　　円）

	
	工　　期
	年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	
	受注形態
	

	
	工事概要
	（記載例）
　・管推進工
　　　工事延長　　　　　　　　Ｌ＝○○○．○ｍ
　　　管推進工（φ○○○㎜）　Ｌ＝○○○．○ｍ（○スパン）
　　　マンホール設置工（φ○○○㎜）　○　箇所

	
	CORINS登録の有無
	・有（CORINS登録番号）　　　　　　　　・無


（注）１　記載する同種・類似工事の実績の件数は１件でよい。
２　当該評価項目について実績を有しない場合は、本書の提出を要しない。
３　請負金額の（　）は、共同企業体の場合の全体額を記入すること。
４　受注形態は、単体又は○○・□□ＪＶ（出資比率○○％）と記載すること。
５　共同企業体としての実績は、出資比率が２０％以上のものに限る。
６　工事概要は、評価基準に該当する工事であることが確認できるように記載すること。
７　当該工事の内容を証明できるもの（竣工時工事カルテ、契約書、図面の写し等）を添付すること。

様式第５号（第１３条関係）　　　　　　　 （表）
【特別簡易型：評価項目算定用】

配　置　予　定　技　術　者　評　価　資　料

工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　

	区　　　分
	主任技術者
監理技術者
	EQ \* jc0 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o(\s\up 10(フリガナ),氏名)
	
	年齢
	歳 

	所　属　会　社
	
	建設業許可番号
	　　 －

	

	監理技術者資格者証番号
	
	取得年月日
	　　　　　年　　月　　日

	監理技術者講習修了証番号
	
	修了年月日
	　　　　　年　　月　　日

	その他の資格（資格の名称）
	
	取得年月日
	　　　　　年　　月　　日

	工　事　経　験
	発注者名
	

	
	工事名
	

	
	工事箇所
	

	
	請負金額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	工期
	　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	
	従事役職
	

	
	工事概要
	

	
	C0RINS登録の有無
	・有（CORINS登録番号）　　　　　　　　・無

	

	申請時における他工事の従事状況等
	発注者名
	

	
	工事名
	

	
	工事箇所
	

	
	工期
	　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	
	従事役職
	

	
	本工事と重複する
場合の対応措置
	

	
	C0RINS登録の有無
	・有（CORINS登録番号）　　　　　　　　・無


（裏）

【注意事項】

　（共通）

１　記載する同種・類似工事の実績の件数は１件でよい。

２　当該評価項目について実績を有しない場合は、本書の提出を要しない。
３　本工事に主任技術者又は監理技術者として配置する予定の技術者（以下「技術者」という。）１名について作成すること。

４　実際の工事の施工に当たって、種々の状況からやむを得ないものとして発注者が承認した場合のほかは、本書に記載した技術者以外の者への変更は認めない。
　（資格について）

５　監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証の写しを添付すること。ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証を交付された者は、監理技術者証の写しのみで足りる。

　　また、「その他の資格（資格の名称）」の資格認定証明書の写しを添付すること。（必要がある場合のみ記載する。）

　（工事経験について）

６　工事概要は、評価基準に該当する工事であることが確認できるように記載すること。

７　工事経験を有する工事は、施工実績評価資料（様式第４号）の工事と同一でなくてもよい。

８　共同企業体の構成員としての経験は、出資比率２０％以上の場合に限る。
９　当該工事の内容を証明できるもの（竣工時工事カルテ、契約書、図面の写し等）を添付すること。

　（他工事の従事状況について）

10　本書の提出日現在における他工事の従事状況は、従事しているすべての工事について記入すること。複数ある場合は、本書を従事工事数分作成すること。
様式第６号（第１３条関係）
【特別簡易型：評価項目算定用】

災　害　時　地　域　貢　献　実　績　評　価　資　料

工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　

	災害時地域貢献の概要
	貢献の種類
	

	
	貢献の期間
	　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	
	貢献の事実を確認できる貢献の相手方又は第三者等の住所・氏名・電話番号
	

	
	貢献の内容
（具体的に）
	

	
	対価の有無
	有　　　　・　　　　無

	
	対価を得た場合の相手方の住所・氏名・電話番号
	


（注）１　記載する災害時地域貢献の実績の件数は１件でよい。
２　当該評価項目について実績を有しない場合は、本書の提出を要しない。
３　災害時地域貢献の実績内容を確認できるように記載すること。また、実績を証明する書類を添付すること。
４　公共施設に関する貢献のみならず、災害時における地域や民間施設に対する貢献、社会的な災害に対する貢献も含む。
５　評価の対象とする貢献活動は、発注者が当該貢献の事実を確認できる貢献の相手方又は第三者等が存するものに限る。
６　貢献の事実を確認できる相手方や対価を得た相手方の電話番号については、可能な場合に記載すること。
７　貢献活動に際し対価を得ている場合にも、その対価が実費相当である場合には評価の対象とする。ただし、事実上の請負契約や期間委任契約とみなされる場合には評価の対象としない。
８　本書記載事項に虚偽のあった場合には、指名停止措置等を行うことがある。

様式第７号（第１３条関係）

【特別簡易型：評価項目算定用】

地　域　活　動　実　績　評　価　資　料

工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　

	前年度の実績
	活動の種類
	

	
	活動の期間
	　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	
	活動の事実を確認できる活動の相手方又は地域の代表者等の住所・氏名・電話番号
	　

	
	活動の内容
（具体的に）
	

	前々年度の実績
	活動の種類
	

	
	活動の期間
	　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	
	活動の事実を確認できる活動の相手方又は地域の代表者等の住所・氏名・電話番号
	　

	
	活動の内容
（具体的に）
	


（注）１　地域活動の実績は、前年度及び前々年度について１件ずつ記載すること。両年度のいずれにも実績がある場合にのみ評価の対象とする。ただし、両年度の活動内容は共通のもので無くともよい。
２　当該評価項目について実績を有しない場合は、本書の提出を要しない。
３　企業として取り組み、対価を得ていない地域活動（ボランティア）について、実績内容を確認できるように記載すること。
４　評価の対象とする地域活動は、牛久市が管理する社会資本（道路、河川、公共施設等）の維持管理に関するボランティア活動（除草、清掃、植栽等）で、第三者の客観的な証明書類（協定書、感謝状、新聞記事、主催者の参加証明等）で確認できるものに限る。また、活動を証明する書類を添付すること。
５　活動の事実を確認できる相手方等の電話番号については、可能な場合に記載すること。
６　本書記載事項に虚偽のあった場合には、指名停止措置等を行うことがある。
